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= ∑     1   >   ρ > 0     
  ただし、Uc > 0, Ucc < 0, Ul < 0, Ull < 0, Ucl < 0 
ct：実質私的財消費量、lt：労働投入量、ρ：家計の主観的割引要素（毎
期一定） 
  代表的家計の予算制約式は、 
  1 (1 ) (1 ) (1 ) (1 ) δ ττ τ + =− +− +− −+ + tt W t t R t t C t t kkw l r k c T    (1) 
と表せる。ここで、kt：資本ストック残高（期初） 、wt：賃金、δ：資本減耗率（0≤ 
δ  ≤ 1 ：毎期一定） 、rt：利子率、τC：消費税率、τW：労働所得税率、τR：利子所
得税率、Tt：政府からの一括固定給付である。 
  この理論モデルの当初時点である０時点での初期条件は、 
  k0 = k  
であるとする。 
  ここで、 完全予見であると仮定する。 このとき、 代表的家計にとって、 {ct, lt, kt }
が選択できる状況での家計の生涯効用最大化は、  4








= ∑  
 s.t.    (1) 
  wt, rt, τW, τR, τC, Ttは所与 
と表される。また、効用最大化条件（μt：ラグランジュ乗数）は、 
  Uct ≤ (1 + τC)μt        ( 2 )  
  ct{Uct – (1 + τC)μt} = 0 
  Ult ≤ – wt(1 – τW)μt       ( 3 )  
  lt{Ult + wt(1 – τW)μt} = 0 






− −        ( 4 )  
















− −  
と定義されるものである。また、横断性条件は、 
 
∞ → t limμtktρ 
t = 0 
と表される。 
  次に、代表的企業は、以下のような生産関数（１次同次関数を仮定） 
  yt = F(kt, lt) 




  F(kt, lt) = F(
kt
l t
, 1)lt ≡ f(
kt
l t
)lt   f’(
kt
l t
) > 0, f”(
kt
l t
) < 0 
と表せるとする。そして、 















  ｔ期における企業の税引後純利潤は、 
  yt – wtlt – rt kt – τF[yt – wtlt]       ( 8 )  
ただし、τF：法人税率 
と表せる。 
  以上より、代表的企業の利潤最大化条件は 
  Flt = wt         ( 9 )  








  そこで、これらの各経済主体の行動の結果として、{ct, lt, kt}の３変数が内生変




Uc(ct, lt) =  – 
1 – τW
1 + τC
  Fl(kt, lt)       ( 1 2 )  







−−     ( 1 3 )  




  さらに、 この経済の長期的な均衡として、 1 tt cc c + = = ,  1 tt kk k + = = ,  1 tt ll l + == を
満たす定常状態を考えよう。定常状態において、この経済では下記の条件が成
り立つ。 
  (1 ) ( , ) ( , )(1 ) ( , ) 0 Cl l Wc Uc l Fk l Uc l τ τ ++ − =      ( 1 5 )  
  ρ{1 + r (1 – τR) – δ}   =   1        ( 1 6 )  
 (1 ) ( , ) (1 )(1 ) ( , ) (1 ) δ ττ τ τ =− +− − −+ + Wl R Fk C kF k l l F k l k c T    (17) 
が成り立つ。この定常状態で、モデルの内生変数{c, l, k}が、(15)～(17)式によっ
て決まる。 
                                                  
























と特定化する。ただし、Hayashi and Prescott (2002)では、ω = 1、η = 0 と仮
定した 






tt t y Ak l
ζ ζ − =    0  ≤ ζ ≤ 1 
と特定化する。 
  これらの関数形を、(12)～(14)式の体系に代入すると、 
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      ( 1 8 )  











      ( 1 9 )  
 
1
1 (1 ) {(1 )(1 ) (1 )(1 ) } (1 )
ζζ δτ ζ τ τ ζ τ
−
+ =− + − − +− − −+ + tt W R F t t C t t kk A k l c T  




  この連立方程式体系は、定常状態において次のように表される。 
  ρ{1 + r(1 – τR) – δ}  =  1       (19)’ 
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      ( 1 8 ) ’  
 
1 {(1 )(1 ) (1 )(1 ) } (1 )
ζζ δτ ζ τ τ ζ τ





















  (1 )
ζ





       ( 2 2 )  
が求められる。そこで、(20)’式の両辺を l で割って変形すると、 
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{(1 )(1 ) (1 )(1 ) }
1
ζ
τζ τ τ ζ δ
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− ⎧⎫ −− ⎛⎞ = ⎨⎬ ⎜⎟ ++ ⎝⎠ ⎩⎭
     ( 1 8 ) ”  
と表せるから、(18)式と(23)式より、 





{(1 )(1 ) (1 )(1 ) } (1 ) (1 )
11
























⎡⎛⎞ −− + − − −− ⎧⎫⎧⎫ ⎢⎜⎟ =− ⎨⎬⎨⎬ ⎢⎜⎟ ++ ⎩⎭⎩⎭ ⎢⎝⎠ ⎣
⎤
⎧⎫ −− − ⎧⎫ ⎥ ×⎨⎬ ⎨ ⎬ ⎥ ++ ⎩⎭ ⎩⎭ ⎥ ⎦
 
         ( 2 4 )  
が決まる。よって、 



















期を意味する。 ここで、 ζ  ＝0.362、 ρ = 0.993945231 （＝(0.976)
1/4） , α =0.34325 （＝
1.373/40）, δ = 0.021543747（＝(1+0.089)





























  まず、租税の帰着について定義しよう。ここでは、Feldstein (1974)に従い、
労働所得に帰着された租税負担の割合を、 




        ( 2 5 )   9
とする定義を採用する。そこで、法人税率τF を限界的に引き上げたときに労働
所得に帰着する租税負担 J はどのように変化するかを見よう。 ただし、 ここでは
法人税率τF を引き上げたときの税収の変化は、同年度の家計への一括固定給付
Ttを変化させる形で対応すると仮定する。 
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⎢⎥ ⎢ ⎥ =− Λ ⎢⎥ ⎢ ⎥



















⎢⎥ ⎢ ⎥ ⇔= + Λ ⎢⎥ ⎢ ⎥
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         ( 2 7 )  
と表せる。ただし、行列Γ ≡ QN








  こうして、(26), (27)式を用いて、(25)式で定義された法人税が労働所得に帰着


























  まず、資本分配率に関するパラメータζ  が、標準ケースよりも低く 0.25 であ
った場合を見たのが、図２である。これによると、法人税の負担は、短期的（１
期目） には 10.1％が労働所得に帰着し、 89.9％が資本所得に帰着し、 １年程度 （４
期目）のうちに 30％強が労働所得に帰着し、70％弱が資本所得に帰着する。他




  次に、資本減耗率に関するパラメータδ  が、標準ケースよりも高く 0.05 であ
った場合を見たのが、図４である。これによると、法人税の負担は、短期的（１
期目） には 14.2％が労働所得に帰着し、 85.8％が資本所得に帰着し、 １年程度 （４
期目）のうちに 40％強が労働所得に帰着し、60％弱が資本所得に帰着する。 











までは標準ケースよりもη = 0.5 の場合の方が高いが、17 期目以降は標準ケース
の方が高くなる。ただ、長期的に見れば、いずれの場合もすべて労働所得に帰
着する点では同じである。 
  また、η = 0.5 としたまま、ωが標準ケースよりも低い 0.5 であった場合を見た
のが、 図７である。 これによると、 法人税の負担は、 短期的 （１期目） には 31.7％
が労働所得に帰着し、68.3％が資本所得に帰着し、１年程度（４期目）のうちに
40％強が労働所得に帰着し、60％弱が資本所得に帰着する。同じη = 0.5 のとき
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労働所得に帰着する租税負担 J の変化 
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